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４ 保険料収入、給付費、基礎年金拠出金の実績と将来見通しとの乖離の分析 

本節では、被用者年金について、平成 14 年度の保険料収入、給付費、基礎年金拠出

金の「実績」が平成 11 年財政再計算における「将来見通し」と乖離した要因を分析す

る。 

保険料収入については、被用者年金の保険料は標準報酬月額に保険料率を乗じて計

算されることから、一人当たり年間平均標準報酬月額、被保険者数に着目して乖離分

析を行うこととする。 

また、給付費については、一人当たり年金支給額と受給者数、基礎年金拠出金につ

いては、基礎年金拠出金単価と基礎年金拠出金算定対象者数に着目して乖離の分析を

行うこととする。 

 

（１）平成 14 年度の保険料収入 

平成 14年度の保険料収入の実績と将来見通しを再度まとめておくと次の図表 3-4-1

のとおりである。いずれも実績が将来見通しを下回り、国共済を除き、１割程度のマ

イナスである。 

 

図表 3-4-1 平成 14 年度保険料収入の実績と平成 11 年財政再計算における将来見

通しとの乖離状況 

注１：厚生年金の実績は、厚生年金基金分を加えた財政再計算ベースのもの（第３節で「実績推計」としていた

もの）である。 

注２：私学共済の実績及び将来見通しは、都道府県補助金を含む。 

 

（２）保険料収入の乖離の発生要因別分解方法 

一人当たり年間平均標準報酬月額は賃金の上昇によって増減するので、保険料収入

の実績と将来見通しの乖離は、経済要素の一つである名目賃金上昇率の実績と将来見

通しの乖離から生じている可能性がある。また、勤続年数の延びに伴う定期昇給のよ

うに、被保険者の年齢構成の変動といった人口要素も一人当たり年間平均標準報酬月

厚生年金 国共済 地共済 私学共済
兆円 億円 億円 億円

平成14年度保険料収入 実績 21.6 10,130 29,656 2,586
将来見通し 24.4 10,534 33,416 2,839

△ 2.8 △ 404 △ 3,760 △ 253
△ 11.5 △ 3.8 △ 11.3 △ 8.9

区分

乖離　(＝実績－将来見通し)
乖離の割合　(実績/将来見通し-1) (%)
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額に影響を与える。このように、一人当たり年間平均標準報酬月額の増減には、経済

要素と人口要素があるので、この２つの要素に分けて分析する方がよい。 

また、被保険者数は、前年度現存者が脱退や死亡等により異動した結果であるので、

14 年度に至るまでの各年度の増減率の各々の乖離に焦点を当てて分析を行うこととす

る。 

具体的には、14 年度の保険料収入の実績が将来見通しと乖離した要因として次のも

のを考え、それぞれが寄与した分を計算する注1。 

○12年度の一人当たり年間平均標準報酬月額が将来見通しと異なっていたこと注2 

○12年度の被保険者数が将来見通しと異なっていたこと注2 

○13 年度の名目賃金上昇率(年齢構成等の変動の影響を除去)が将来見通しと異な

ったこと 

○13 年度の年齢構成等の変動の影響による平均標準報酬月額の増減率が将来見通

しと異なったこと 

○13年度の被保険者数の増減率が将来見通しと異なったこと 

○14 年度の名目賃金上昇率(年齢構成等の変動の影響を除去)が将来見通しと異な

ったこと 

○14 年度の年齢構成等の変動の影響による平均標準報酬月額の増減率が将来見通

しと異なったこと 

○14年度の被保険者数の増減率が将来見通しと異なったこと 

○14年度の賞与支給割合等が将来見通しと異なったこと 

注 1 各要因が 14 年度の保険料収入の将来見通しとの乖離に与えた寄与分の計算方法は、章末の補

遺 1参照のこと。本節で行う各要因の寄与分の計算は、補遺 1で示した算式・計算順に依った場

合のものである。一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くことがあることに

留意されたい。 

注 2 各制度の将来見通しは、12 年度以降に関し作成されているので、12 年度以前の乖離の寄与ま

では遡らなかった。 

 

（３）保険料収入の乖離分析結果 

－保険料収入の乖離の大部分は、名目賃金上昇率が将来見通しと異なったことにより発生－ 

この計算結果によると（図表 3-4-2）、14 年度の保険料収入の実績が将来見通しを下

回った乖離の大部分は、13、14 年度において、名目賃金上昇率が将来見通しと異なっ

たことにより発生したものであることがわかる。例えば厚生年金についてみると、14 
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図表 3-4-2 平成 14 年度保険料収入の実績と平成 11 年財政再計算における将来見

通しとの乖離に対する各発生要因の寄与分 

 

年度の保険料収入の実績が将来見通しを 2.8 兆円下回ったが、そのうち 0.6 兆円は 13

年度の名目賃金上昇率が将来見通しを下回ったことにより発生した分であり、また0.9

兆円は、同様に 14 年度に発生した分である。更に、被保険者数の増減率が将来見通し

と異なったことにより発生したものは、13、14 年度でそれぞれ 0.4 兆円、0.3 兆円で

ある。 

次に乖離の発生要因を平均標準報酬月額と被保険者数に大別して眺めると図表

3-4-3 のようになる。各制度とも平均標準報酬月額の乖離が、保険料収入実績が将来

乖離の発生要因 厚生年金 国共済 地共済 私学共済
兆円 億円 億円 億円

@ 14年度保険料収入についての乖離(実績－将来見通し) △ 2.8 △ 404 △ 3,760 △ 253

12年度 △ 0.9 243 △ 2,138 △ 114
A 一人当たり平均標準報酬月額(年間一月当たり) 0.4 267 △ 1,305 △ 125
B 被保険者数 △ 1.3 △ 25 △ 833 11
13年度 △ 0.7 △ 253 △ 827 △ 46
C 平均標準報酬月額の増減率 △ 0.5 △ 247 △ 580 △ 73

名目賃金上昇率(年齢構成等の影響を除去したもの)　 △ 0.6 △ 228 △ 766 △ 67
年齢構成等の影響による平均標準報酬月額の増減率 0.1 △ 20 186 △ 5

D 被保険者数の増減率 △ 0.4 △ 80 △ 320 16
E その他 0.2 75 73 10
14年度 △ 1.2 △ 394 △ 795 △ 93
F 平均標準報酬月額の増減率 △ 0.9 △ 411 △ 1,081 △ 88

名目賃金上昇率(年齢構成等の影響を除去したもの)　 △ 0.9 △ 435 △ 1,339 △ 59
年齢構成等の影響による平均標準報酬月額の増減率 △ 0.0 24 258 △ 29

G 被保険者数の増減率 △ 0.3 △ 78 △ 280 14
H その他 0.2 128 447 △ 6
I 賞与支給割合等 △ 0.2 △ 33 120 △ 13

% % % %
@ 14年度保険料収入についての乖離を100としたときの構成比 100 100 100 100

12年度 33 △ 60 57 45
A 一人当たり平均標準報酬月額(年間一月当たり) △ 13 △ 66 35 49
B 被保険者数 46 6 22 △ 4
13年度 26 63 22 18
C 平均標準報酬月額の増減率 18 61 15 29

名目賃金上昇率(年齢構成等の影響を除去したもの)　 22 56 20 27
年齢構成等の影響による平均標準報酬月額の増減率 △ 5 5 △ 5 2

D 被保険者数の増減率 14 20 9 △ 6
E その他 △ 6 △ 18 △ 2 △ 4
14年度 42 97 21 37
F 平均標準報酬月額の増減率 32 102 29 35

名目賃金上昇率(年齢構成等の影響を除去したもの)　 31 108 36 23
年齢構成等の影響による平均標準報酬月額の増減率 2 △ 6 △ 7 11

G 被保険者数の増減率 9 19 7 △ 5
H その他 △ 7 △ 32 △ 12 2
I 賞与支給割合等 7 8 △ 3 5
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見通しを下回ったことに寄与している。また、私学共済以外は、被保険者数の乖離が、

保険料収入実績が将来見通しを下回ったことに寄与している。国共済、地共済、私学

共済では、平均標準報酬月額の乖離の寄与が被保険者数の乖離の寄与より大きいが、

厚生年金では、被保険者数の乖離の寄与が平均標準報酬月額の乖離の寄与より大きい

ことがわかる。 

 

図表 3-4-3 平成 14 年度保険料収入の実績と平成 11 年財政再計算における将来見

通しとの乖離に対する平均標準報酬月額及び被保険者数の寄与分 

 

図表 3-4-4 は、保険料収入の将来見通しを基準(=100)として、実績との乖離に対

する各発生要因の寄与分(図表 3-4-2)を図示したものである。図表中の下向きの矢印

で表される寄与分は、実績が将来見通しを下回ることに寄与していることを表して

いる。また、上向きの矢印で表される寄与分は、実績が将来見通しを上回ることに

寄与していることを表している。 

各制度の図の右端の棒グラフは、平均標準報酬月額のみを実績とした場合の 14 年

度保険料収入の推計値である。実績の保険料収入とこの推計値の差が小さければ、

将来見通しと実績の乖離の大部分は平均標準報酬月額に関する乖離に起因するもの

といえる。逆に、実績の保険料収入とこの推計値の差が大きい場合は、もう一つの

要因である被保険者数に関する乖離が将来見通しと実績の乖離に大きく寄与してい

るといえる。 

(図表3-4-2の組替え)
乖離の発生要因 厚生年金 国共済 地共済 私学共済

兆円 億円 億円 億円
14年度保険料収入についての乖離(実績－将来見通し) △ 2.8 △ 404 △ 3,760 △ 253

一人当たり平均標準報酬月額(年間一月当たり)等 △ 1.2 △ 424 △ 2,846 △ 299
被保険者数 △ 1.9 △ 183 △ 1,434 41
その他 0.4 203 520 5

% % % %
14年度保険料収入についての乖離を100としたときの構成比 100 100 100 100

一人当たり平均標準報酬月額(年間一月当たり)等 44 105 76 118
被保険者数 70 45 38 △ 16
その他 △ 13 △ 50 △ 14 △ 2
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図表 3-4-4 平成 14 年度保険料収入の実績と 

平成 11 年財政再計算における将来見通しとの乖離状況 

【将来見通しを基準(=100)にして表示】 

 将来見通しと実績の乖離分を以下のとおりに分解した。

①、②：平成12年度に係る発生要因の寄与分
①：一人当たり平均標準報酬月額が将来見通しと異なったことの寄与分
②：被保険者数が将来見通しと異なったことの寄与分

③～⑤：平成13年度に係る発生要因の寄与分
③：平均標準報酬月額の増減率が将来見通しと異なったことの寄与分
　：名目賃金上昇率(年齢構成等の影響を除く)が将来見通しと異なったことの寄与分
　：平均標準報酬月額の増減率(年齢構成等の影響によるもの)が将来見通しと
　：異なったことの寄与分
④：被保険者数の増減率が将来見通しと異なったことの寄与分
⑤：その他の寄与分

⑥～⑨：平成14年度に係る発生要因の寄与分
⑥：平均標準報酬月額の増減率が将来見通しと異なったことの寄与分
　：名目賃金上昇率(年齢構成等の影響を除く)が将来見通しと異なったことの寄与分

　：平均標準報酬月額の増減率(年齢構成等の影響によるもの)が将来見通しと
　：異なったことの寄与分

⑦：被保険者数の増減率が将来見通しと異なったことの寄与分
⑧：その他の寄与分
⑨：賞与支給割合等が将来見通しと異なったことの寄与分

@

⑥

③

①

⑨⑧⑦

⑥⑤④

③②

①100

85

私学共済

将　来
見通し

実績 平均標準報酬月額のみを
実績とした場合の推計値

⑥

③

①

⑨⑧
⑦

⑥⑤
④

③

②

①@
100

85

地共済

将　来
見通し

実績 平均標準報酬月額のみを
実績とした場合の推計値

⑥

③①

⑨⑧
⑦

⑥⑤④

③②①

@
100

85

国共済

将　来
見通し

実績 平均標準報酬月額のみを
実績とした場合の推計値

⑥

③①

⑨⑧⑦

⑥⑤
④

③

②①

@
100

85

厚生年金

将　来
見通し

実績 平均標準報酬月額のみを
実績とした場合の推計値
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（４）平成 14 年度の給付費 

平成14年度の給付費の実績と将来見通しを再度まとめておくと次の図表3-4-5のと

おりである。いずれも実績が将来見通しを下回っており、地共済では、１割程度のマ

イナスである。 

図表 3-4-5 平成 14 年度給付費の実績と平成 11 年財政再計算における将来見通し

との乖離状況 

注１：厚生年金の実績は、厚生年金基金分を加えるなど財政再計算ベースのもの（第３節で「実績推計」として

いたもの）である。 

注２：地共済の実績及び将来見通しは、基礎年金交付金を控除したものである。 

 

（５）給付費の乖離の発生要因別分解方法 

一人当たり年金支給額は、既裁定の年金受給者に関して年金改定率の影響を受ける。

また、新規裁定と既裁定の年金受給者数の構成比や年金額の比率の変動といった人口

要素も一人当たり年金支給額の増減に影響を与える。このように、一人当たり年金支

給額の増減には、年金改定率という経済要素と人口要素があるので、この２つの要素

に分けて分析する方がよい。 

また、受給者数は、前年度現存者の死亡等により異動した結果であるので、14 年度

に至るまでの各年度の増減率の各々の乖離に焦点を当てて分析を行うこととする。 

具体的には、14 年度の給付費が将来見通しと乖離した要因として次のものを考え、

それぞれが寄与した分を計算する。注1 

○12年度の一人当たり年金額が将来見通しと異なっていたこと注2 

○12年度の受給者数が将来見通しと異なっていたこと注2 

○13年度の年金改定率が将来見通しと異なったこと 

○13 年度の年金改定以外の一人当たり年金支給額の増減率が将来見通しと異なっ

たこと 

○13年度の受給者数の増減率が将来見通しと異なったこと 

○14年度の年金改定率が将来見通しと異なったこと 

厚生年金 国共済 地共済 私学共済
兆円 億円 億円 億円

平成14年度給付費 実績 19.7 16,852 38,048 2,112
将来見通し 20.5 17,363 41,998 2,132

△ 0.8 △ 511 △ 3,950 △ 20
△ 3.9 △ 2.9 △ 9.4 △ 0.9

区分

乖離　(＝実績－将来見通し)
乖離の割合　(実績/将来見通し-1) (%)
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○14 年度の年金改定以外の一人当たり年金支給額の増減率が将来見通しと異なっ

たこと 

○14年度の受給者数の増減率が将来見通しと異なったこと 

注 1 各要因が 14 年度の給付費の将来見通しとの乖離に与えた寄与分の計算方法は、章末の補遺 2

参照のこと。本節で行う各要因の寄与分の計算は、補遺 2で示した算式・計算順に依った場合の

ものである。一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くことがあることに留意

されたい。 

注 2 各制度の将来見通しは、12 年度以降に関し作成されているので、12 年度以前の乖離の寄与ま

では遡らなかった。 

 

図表 3-4-6 平成 14 年度給付費の実績と平成 11 年財政再計算における将来見通し

との乖離に対する各発生要因の寄与分 

 

 

乖離の発生要因 厚生年金 国共済 地共済 私学共済
兆円 億円 億円 億円

@ 14年度給付費についての乖離(実績－将来見通し) △ 0.8 △ 511 △ 3,950 △ 20

12年度 △ 0.7 △ 205 △ 2,201 △ 53
A 一人当たり年金支給額 △ 0.4 104 △ 1,612 △ 48
B 受給者数 △ 0.3 △ 310 △ 589 △ 5
13年度 △ 0.1 △ 204 △ 704 24
C 一人当たり年金支給額の増減率 0.0 △ 101 △ 595 14

年金改定率 △ 0.3 △ 256 △ 604 △ 32
年金改定以外の一人当たり年金支給額の増減率 0.3 155 9 47

D 受給者数の増減率 △ 0.1 △ 103 △ 109 10
14年度 △ 0.1 △ 101 △ 1,045 9
E 一人当たり年金支給額の増減率 △ 0.5 △ 4 △ 971 32

年金改定率 △ 0.3 △ 259 △ 614 △ 32
年金改定以外の一人当たり年金支給額の増減率 △ 0.2 255 △ 357 64

F 受給者数の増減率 0.4 △ 97 △ 74 △ 23
% % % %

@ 14年度給付費についての乖離を100としたときの構成比 100 100 100 100

12年度 83 40 56 264
A 一人当たり年金支給額 48 △ 20 41 239
B 受給者数 35 61 15 25
13年度 9 40 18 △ 120
C 一人当たり年金支給額の増減率 △ 5 20 15 △ 71
年金改定率 38 50 15 162
年金改定以外の一人当たり年金支給額の増減率 △ 43 △ 30 △ 0 △ 233

D 受給者数の増減率 14 20 3 △ 49
14年度 8 20 26 △ 45
E 一人当たり年金支給額の増減率 61 1 25 △ 161
年金改定率 38 51 16 161
年金改定以外の一人当たり年金支給額の増減率 23 △ 50 9 △ 322

F 受給者数の増減率 △ 54 19 2 117
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（６）給付費の乖離分析結果 

－給付費の乖離の大部分は、平成 12年度分の乖離に起因する－ 

この計算結果によると（図表 3-4-6）、12 年度分が最も大きく、国共済以外で一人当

たり年金支給額、受給者数のいずれの実績も将来見通しを下回ったことがマイナスに

寄与している。これは、12 年度以前の乖離が累積された結果だと思われる。 

次に乖離の発生要因を一人当たり年金支給額と受給者数に大別し、図表 3-4-6 を組

み替えたものが図表 3-4-7 である。これをみると、厚生年金、地共済では、一人当た

り年金支給額の乖離の寄与の方が受給者数の乖離の寄与より大きいことがわかる。逆

に、国共済、私学共済では受給者数の乖離の寄与の方が大きい。 

 

図表 3-4-7 平成 14 年度給付費の実績と平成 11 年財政再計算における将来見通し

との乖離に対する一人当たり年金支給額及び受給者数の寄与分 

 

図表 3-4-8 は、給付費の将来見通しを基準(=100)として、実績との乖離に対する

各発生要因の寄与分(図表 3-4-6)を図示したものである。図表中の下向きの矢印で表

される寄与分は、実績が将来見通しを下回ることに寄与していることを表している。

また、上向きの矢印で表される寄与分は、実績が将来見通しを上回ることに寄与し

ていることを表している。 

各制度の図の右端の棒グラフは、一人当たり年金支給額のみを実績とした場合の

14 年度給付費の推計値である。実績の給付費とこの推計値の差が小さければ、将来

見通しと実績の乖離の大部分は一人当たり年金支給額に関する乖離に起因するもの

といえる。逆に、実績の給付費とこの推計値の差が大きい場合は、もう一つの要因

である受給者数に関する乖離が将来見通しと実績の乖離に大きく寄与しているとい

える。 

(図表3-4-6の組替え)
乖離の発生要因 厚生年金 国共済 地共済 私学共済

兆円 億円 億円 億円
14年度給付費についての乖離(実績－将来見通し) △ 0.8 △ 511 △ 3,950 △ 20

一人当たり年金支給額 △ 0.8 △ 1 △ 3,178 △ 1
受給者数 0.0 △ 510 △ 772 △ 19

% % % %
14年度給付費についての乖離を100としたときの構成比 100 100 100 100

一人当たり年金支給額 105 0 80 7
受給者数 △ 5 100 20 93
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図表 3-4-8 平成 14 年度給付費の実績と 

平成 11 年財政再計算における将来見通しとの乖離状況 

【将来見通しを基準(=100)にして表示】 

④：受給者数の増減率が将来見通しと異なったことの寄与分

③：一人当たり年金支給額の増減率が将来見通しと異なったことの寄与分

　：年金改定率が将来見通しと異なったことの寄与分

　：年金改定以外の一人当たり年金支給額の増減率が将来見通しと
　：異なったことの寄与分

②：受給者数が将来見通しと異なったことの寄与分

③、④：平成13年度に係る発生要因の寄与分

①、②：平成12年度に係る発生要因の寄与分
①：一人当たり年金支給額が将来見通しと異なったことの寄与分

 将来見通しと実績の乖離分を以下のとおりに分解した。

　：年金改定率が将来見通しと異なったことの寄与分

　：年金改定以外の一人当たり年金支給額の増減率が将来見通しと
　：異なったことの寄与分

⑥：受給者数の増減率が将来見通しと異なったことの寄与分

⑤、⑥：平成14年度に係る発生要因の寄与分
⑤：一人当たり年金支給額の増減率が将来見通しと異なったことの寄与分

⑤③①⑥⑤

④
③

②

①@
100

90

私学共済

将　来
見通し

実績 一人当たり年金支給額のみ
を実績とした場合の推計値

⑤

③

①

⑥

⑤④

③

②

①@
100

90

地共済

将　来
見通し

実績 一人当たり年金支給額のみ
を実績とした場合の推計値

⑤
③①

⑥⑤
④

③

②①
@

100

90

国共済

将　来
見通し

実績 一人当たり年金支給額のみ
を実績とした場合の推計値

⑤③

①

⑥
⑤

④③

②

①@
100

90

厚生年金

将　来
見通し

実績 一人当たり年金支給額のみ
を実績とした場合の推計値
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（７）平成 14 年度の基礎年金拠出金 

平成 14 年度の基礎年金拠出金の実績（確定値）と将来見通しを再度まとめておくと

次の図表 3-4-9 のとおりである。厚生年金、国共済では、実績が将来見通しを下回っ

ているが、地共済、私学共済では、将来見通しを上回っている。 

 

図表 3-4-9 平成 14 年度基礎年金拠出金の実績（確定値）と平成 11 年財政再計算 

における将来見通しとの乖離状況 

 

（８）基礎年金拠出金の乖離の発生要因別分解方法 

基礎年金拠出金単価は、基礎年金額に関して年金改定率の影響を受けるのと同時に、

基礎年金受給者数の増減といった人口要素からも影響を受けるので、基礎年金拠出金

単価の増減について、年金改定率と人口要素に分けて分析する方がよい。 

また、基礎年金拠出金算定対象者数は、前年度現存者が脱退や死亡等により異動し

た結果であるので、14 年度に至るまでの各年度の増減率の各々の乖離に焦点を当てて

分析を行うこととする。 

具体的には、14 年度の基礎年金拠出金の実績が将来見通しと乖離した要因として次

のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する注1。 

○12年度の基礎年金拠出金単価が将来見通しと異なっていたこと注2 

○12年度の基礎年金拠出金算定対象者数が将来見通しと異なっていたこと注2 

○13年度の年金改定率が将来見通しと異なったこと 

○13 年度の年金改定以外の要因での基礎年金拠出金単価の増減率が将来見通しと

異なったこと 

○13年度の基礎年金拠出金算定対象者数の増減率が将来見通しと異なったこと 

○14年度の年金改定率が将来見通しと異なったこと 

○14 年度の年金改定以外の要因での基礎年金拠出金単価の増減率が将来見通しと

異なったこと 

○14年度の基礎年金拠出金算定対象者数の増減率が将来見通しと異なったこと 

厚生年金 国共済 地共済 私学共済
兆円 億円 億円 億円

実績(確定値) 10.3 3,915 10,635 1,259
将来見通し 10.7 3,943 10,440 1,217

△ 0.4 △ 28 195 42
△ 3.7 △ 0.7 1.9 3.5

区分

乖離　(＝実績－将来見通し)
乖離の割合　(実績/将来見通し-1) (%)

平成14年度基礎年金
拠出金
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注 1 各要因が 14 年度の基礎年金拠出金の将来見通しとの乖離に与えた寄与分の計算方法は、章末

の補遺 3参照のこと。本節で行う各要因の寄与分の計算は、補遺 3で示した算式・計算順に依っ

た場合のものである。一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くことがあるこ

とに留意されたい。 

注 2 各制度の将来見通しは、12 年度以降に関し作成されているので、12 年度以前の乖離の寄与ま

では遡らなかった。 

 

図表 3-4-10 平成 14 年度基礎年金拠出金の実績（確定値）と平成 11 年財政再計算

における将来見通しとの乖離に対する各発生要因の寄与分 

 

 

乖離の発生要因 厚生年金 国共済 地共済 私学共済
兆円 億円 億円 億円

△ 0.4 △ 28 195 42

12年度 △ 0.2 71 356 36
A 基礎年金拠出金単価 0.3 112 305 36
B 基礎年金拠出金算定対象者数 △ 0.5 △ 42 51 △ 1
13年度 △ 0.2 △ 83 △ 198 △ 11
C 基礎年金拠出金単価の増減率 △ 0.1 △ 45 △ 120 △ 14

年金改定率 △ 0.2 △ 58 △ 154 △ 18
年金改定以外の単価の増減率 0.0 13 34 4

D 基礎年金拠出金算定対象者数の増減率 △ 0.1 △ 38 △ 78 4
14年度 △ 0.0 △ 16 37 17
E 基礎年金拠出金単価の増減率 0.1 33 89 10

年金改定率 △ 0.2 △ 59 △ 157 △ 19
年金改定以外の単価の増減率 0.3 92 246 29

F 基礎年金拠出金算定対象者数の増減率 △ 0.1 △ 49 △ 52 7
% % % %

100 100 100 100

12年度 45 △ 252 183 85
A 基礎年金拠出金単価 △ 74 △ 401 156 87
B 基礎年金拠出金算定対象者数 119 149 26 △ 2
13年度 55 295 △ 102 △ 25
C 基礎年金拠出金単価の増減率 31 160 △ 62 △ 34

年金改定率 39 206 △ 79 △ 44
年金改定以外の単価の増減率 △ 9 △ 46 17 10

D 基礎年金拠出金算定対象者数の増減率 24 135 △ 40 9
14年度 0 57 19 41
E 基礎年金拠出金単価の増減率 △ 23 △ 119 45 25

年金改定率 40 210 △ 81 △ 44
年金改定以外の単価の増減率 △ 63 △ 329 126 69

F 基礎年金拠出金算定対象者数の増減率 23 176 △ 26 16

14年度基礎年金拠出金についての乖離
(実績－将来見通し)@

14年度基礎年金拠出金についての乖離
を100としたときの構成比@
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（９）基礎年金拠出金の乖離分析結果 

－基礎年金拠出金の乖離は年金改定率が将来見通しと異なったことが大きく寄与－ 

この計算結果によると（図表 3-4-10）、13、14 年度における年金改定率の乖離が、

14年度の基礎年金拠出金の実績が将来見通しを下回る方向に寄与していることがわか

る。例えば厚生年金についてみると、14 年度の実績が将来見通しを 0.4 兆円下回った

が、そのうち 0.2 兆円は 13 年度の年金改定率が将来見通しを下回ったことにより発生

した分であり、また 0.2 兆円は同様に 14 年度に発生した分である。更に、基礎年金算

定対象者数の増減率の乖離については、13、14 年度で各々0.1 兆円ずつマイナスに寄

与している。 

なお、私学共済では、基礎年金算定対象者数の増減率の乖離は、実績が将来見通し

を上回る方向に寄与している。 

乖離の発生要因を基礎年金拠出金単価と基礎年金拠出金算定対象者数に大別し、図

表 3-4-10 を組み替えたものが図表 3-4-11 である。これをみると、各制度において、

基礎年金拠出金単価が将来見通しと異なったことが基礎年金拠出金が将来見通しを上

回る方向に寄与しているが、私学共済以外では、基礎年金拠出金算定対象者数が将来

見通しと異なったことが基礎年金拠出金が将来見通しを下回る方向に寄与しているこ

とがわかる。 

 

図表 3-4-11 平成 14 年度基礎年金拠出金の実績（確定値）と平成 11 年財政再計算

における将来見通しとの乖離に対する基礎年金拠出金単価及び基礎

年金拠出金算定対象者数の寄与分 

 

 

(図表3-4-10の組替え)
乖離の発生要因 厚生年金 国共済 地共済 私学共済

兆円 億円 億円 億円
△ 0.4 △ 28 195 42

基礎年金拠出金単価 0.3 101 273 33
基礎年金拠出金算定対象者数 △ 0.7 △ 129 △ 78 9

% % % %
100 100 100 100

基礎年金拠出金単価 △ 66 △ 360 140 78
基礎年金拠出金算定対象者数 166 460 △ 40 22

14年度基礎年金拠出金についての乖離(実績－
将来見通し)

14年度基礎年金拠出金についての乖離を100と
したときの構成比
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図表 3-4-12 は、基礎年金拠出金の将来見通しを基準(=100)として、実績との乖離

に対する各発生要因の寄与分(図表 3-4-10)を図示したものである。図表中の下向き

の矢印で表される寄与分は、実績が将来見通しを下回ることに寄与していることを

表している。また、上向きの矢印で表される寄与分は、実績が将来見通しを上回る

ことに寄与していることを表している。 

各制度の図の右端の棒グラフは、基礎年金拠出金単価のみを実績とした場合の 14

年度基礎年金拠出金の推計値である。実績の基礎年金拠出金とこの推計値の差が小

さければ、将来見通しと実績の乖離の大部分は基礎年金拠出金単価に関する乖離に

起因するものといえる。逆に、実績の基礎年金拠出金とこの推計値の差が大きい場

合は、もう一つの要因である基礎年金拠出金算定対象者数に関する乖離が将来見通

しと実績の乖離に大きく寄与しているといえる。 
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図表 3-4-12 平成 14 年度基礎年金拠出金の実績(確定値)と 

平成 11 年財政再計算における将来見通しとの乖離状況 

【将来見通しを基準(=100)にして表示】 

 将来見通しと実績の乖離分を以下のとおりに分解した。

①、②：平成12年度に係る発生要因の寄与分
①：基礎年金拠出金単価が将来見通しと異なったことの寄与分
②：基礎年金拠出金算定対象者数が将来見通しと異なったことの寄与分

③、④：平成13年度に係る発生要因の寄与分

④：基礎年金拠出金算定対象者数の増減率が将来見通しと異なったことの寄与分

③：基礎年金拠出金単価の増減率が将来見通しと異なったことの寄与分

　：年金改定率が将来見通しと異なったことの寄与分

　：年金改定以外の基礎年金拠出金単価の増減率が将来見通しと
　：異なったことの寄与分

⑤、⑥：平成14年度に係る発生要因の寄与分
⑤：基礎年金拠出金単価の増減率が将来見通しと異なったことの寄与分
　：年金改定率が将来見通しと異なったことの寄与分

　：年金改定以外の基礎年金拠出金単価の増減率が将来見通しと
　：異なったことの寄与分

⑥：基礎年金拠出金算定対象者数の増減率が将来見通しと異なったことの寄与分

⑤
③①

⑥

⑤

④

③②①

@

100

95

私学共済

将　来
見通し

実　績
確定値

基礎年金拠出金単価のみ
を実績とした場合の推計値

⑤
③①

⑥⑤④

③②

①

@

100

95

地共済

将　来
見通し

実　績
確定値

基礎年金拠出金単価のみ
を実績とした場合の推計値

⑤
③①

⑥⑤④

③

②①

@
100

95

国共済

将　来
見通し

実　績
確定値

基礎年金拠出金単価のみ
を実績とした場合の推計値

⑤
③①

⑥⑤④

③

②①

@
100

95

厚生年金

将　来
見通し

実　績
確定値

基礎年金拠出金単価のみ
を実績とした場合の推計値


